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○議事日程
平成２５年第３回定例会議事日程（１日目）
平成２５年９月１０日　午前１０時００分　開会
日程第　１　会議録署名議員の指名
日程第　２　会期の決定
日程第　３　諸般の報告

日程第　４　報告第　６号　平成２４年度健全化判断比率及び資金不足比率の報告について
日程第　５　認定第　１号　平成２４年度上毛町一般会計歳入歳出決算認定について

日程第　６　認定第　２号　平成２４年度上毛町国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について

日程第　７　認定第　３号　平成２４年度上毛町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について

日程第　８　認定第　４号　平成２４年度上毛町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定について

日程第　９　認定第　５号　平成２４年度上毛町簡易水道事業特別会計歳入歳出決算認定について

日程第１０　認定第　６号　平成２４年度上毛町奨学資金特別会計歳入歳出決算認定について

日程第１１　認定第　７号　平成２４年度上毛町住宅新築資金等特別会計歳入歳出決算認定について

日程第１２　議案第５０号　上毛町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例について

日程第１３　議案第５１号　上毛町消防団員の定員、任命、給与、分限及び懲戒、服務等に関する条例の一部を改正する条例について

日程第１４　議案第５２号　上毛町立保育所条例の一部を改正する条例について
日程第１５　議案第５３号　財産の無償譲渡について

日程第１６　議案第５４号　財産の減額貸付について

日程第１７　議案第５５号　平成２５年度上毛町一般会計補正予算（第５号）
日程第１８　議案第５６号　財産の取得について

日程第１９　発議第　５号　消費税増税実施の中止を求める意見書（案）

○委員会付託
総務、産業・建設常任委員会
認定第　１号　平成２４年度上毛町一般会計歳入歳出決算認定（所管分）について
認定第　４号　平成２４年度上毛町農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定について
認定第　５号　平成２４年度上毛町簡易水道事業特別会計歳入歳出決算認定について
議案第５１号　上毛町消防団員の定員、任命、給与、分限及び懲戒、服務等に関する条例の一部を改正する条例について
議案第５５号　平成２５年度上毛町一般会計補正予算（第５号）（所管分）
発議第　５号　消費税増税実施の中止を求める意見書（案）
文教・厚生常任委員会
認定第　１号　平成２４年度上毛町一般会計歳入歳出決算認定（所管分）について
認定第　２号　平成２４年度上毛町国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について
認定第　３号　平成２４年度上毛町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について
認定第　６号　平成２４年度上毛町奨学資金特別会計歳入歳出決算認定について
認定第　７号　平成２４年度上毛町住宅新築資金等特別会計歳入歳出決算認定について

議案第５０号　上毛町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例について
議案第５２号　上毛町立保育所条例の一部を改正する条例について
議案第５３号　財産の無償譲渡について
議案第５４号　財産の減額貸付について
議案第５５号　平成２５年度上毛町一般会計補正予算（第５号）（所管分）
○　会　議　の　経　過　（初日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開会　午前１０時００分
○議長（坪根秀介君）皆さん、おはようございます。定刻になりました。御起立をお願いいたします。
　一礼して御着席願います。礼。
　ただいまの出席議員は全員です。
　ただいまから平成２５年第３回上毛町議会定例会を開催します。
　これから、本日の会議を開きます。
　本日の議事日程は、お手元に運営資料として配付しておりますので、ごらんください。
───────────────────────────────
○議長（坪根秀介君）日程第１、会議録署名議員の指名を行います。
　本定例会の会議録署名議員に、７番増矢議員、８番茂呂議員を指名します。
───────────────────────────────
○議長（坪根秀介君）日程第２、会期の決定を議題とします。お手元の運営資料をごらんください。
　今期定例会の運営について議会運営委員会に審議をお願いいたしたところ、９月６日、運営委員会を開催いただき、本定例会の会期を本日から２０日までの１１日間とする内容の答申をいただきました。
　お諮りします。今期定例会の会期は、議会運営委員会の答申のとおり、本日から２０日までの１１日間といたしたいと思いますが、これに御異議ありませんか。
（「異議なし」という声あり）
○議長（坪根秀介君）異議なしと認めます。よって、本定例会の会期は、本日から２０日までの１１日間とすることに決定しました。
───────────────────────────────
○議長（坪根秀介君）日程第３、諸般の報告を行います。
　本定例会に提出された議案は、町長から報告１件、決算認定７件、条例案３件、予算案１件、その他３件の計１５議案であります。
　次に、本定例会の会期日程を申し上げます。お手元に配付の会期日程表（案）をごらんください。
　本日の会議では、議案を一括上程し、町長提出議案については提案理由の説明を受け、総括質疑を行います。ただし、報告第６号並びに議案第５６号の２議案は、本日受理、審議、採決し、残りの１３議案は後でお諮りし、所管の常任委員会に審査を付託する予定です。
　また、議員から提出された発議１件につきましては、提出者の趣旨説明を受け、質疑を行った後、所管の常任委員会に審査を付託する予定です。
　ここで皆様にお願いいたしますが、本日審議、採決を予定している議案に対する質疑は、後の議案内容の説明に対する質疑にあわせて行っていただきますよう御協力をお願いいたします。
　９月１３、１４日に本会議を開催し、一般質問を行う予定ですが、１３日に一般質問が全部終了すれば、１４日は休会とします。
　９月１７日を文教・厚生常任委員会、９月１８日を総務、産業・建設常任委員会の開催日にいたしたいと思います。
　９月２０日に本会議を開催し、各常任委員長から委員会付託案件の審査状況の報告を受け、討論、採決を行います。
　以上の件につきましては、議会運営委員会で協議し、決定を受けておりますので御報告いたします。
　地方自治法第１２１条の規定に基づき、町長並びに教育委員長に出席の要求をいたしましたところ、お手元に配付の名簿のとおり、説明員の出席報告がありましたので、これを許可し、出席いただいております。
　これで諸般の報告を終わります。
───────────────────────────────
○議長（坪根秀介君）これから議案の上程を行います。なお、議案の上程に際し、議案名の朗読は省略いたします。
　日程第４報告第６号、日程第５認定第１号、日程第６認定第２号、日程第７認定第３号、日程第８認定第４号、日程第９認定第５号、日程第１０認定第６号、日程第１１認定第７号、日程第１２議案第５０号、日程第１３議案第５１号、日程第１４議案第５２号、日程第１５議案第５３号、日程第１６議案第５４号、日程第１７議案第５５号、日程第１８議案第５６号、以上１５件を一括上程します。
　提案理由の説明を求めます。
　町長。
○町長（鶴田忠良君）皆さん、おはようございます。それでは、提案理由の説明を申し上げます。
　本日ここに平成２５年第３回上毛町議会定例会を招集いたしましたところ、議員各位には、公私ともに御多用の中、万障お繰り合わせの上、御参集をいただき、厚く御礼を申し上げます。
　さて、国政では、昨年末の政権交代以来の安倍内閣は、内政、外交ともに国民の高い評価と支持を受け、先般の参議院議員選挙の圧勝も加わって、決める政治の力は特段に強固なものになったと考えるところであります。

　しかしながら、消費税を初め、ＴＰＰ、対韓国・中国問題等、解決すべき課題、難題が数多く存することもまた、御案内のとおりであります。

　この後は、第三の矢、成長戦略の具体的施策を中心に据え、中小企業や低所得者に配慮した経済環境を整え、デフレを脱却して国内を安定させ、国家安泰のための外交防衛等に一層の努力を願う次第であります。

　加えて、２０２０年のオリンピック東京開催決定は国を挙げて喜びにたえないところでありますが、このことが、オリンピックの成功とともに、世界の多くの人々が危惧した福島の安全性確保と日本のすぐれた対応能力を全世界に発進する機会ともなるよう、特段の努力を祈念する次第であります。

　本町につきましては、平成２５年度も早５カ月が過ぎ、この間、町政には先日の道路・河川と環境整備の日の活動のように、町民の多くの格別の深い理解と協力があり、地域づくり等の積極的な活動も加わって、年度計画の事業はおおむね遺漏なく進捗を見ていると信ずるところであります。
　教育、福祉も充実した取り組みが学校や福祉協議会等で推進され、信頼感が高揚され成果を見ていることはまことに心強く、関係者の努力に心から感謝するとともに、ことしの夏の猛暑に耐えた町民、水不足に、連日連夜解消のために苦労された農業者の皆様に、御慰労と深く敬意を表する次第であります。

　では、これより提案理由の説明を申し上げます。

　今議会に提案しております案件は、報告案件１件、認定７件、条例案３件、補正予算１件、その他３件の計１５案件であります。
　順次、御説明をいたします。

　報告第６号、平成２４年度健全化判断比率及び資金不足比率の報告について。
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定により、地方公共団体は財政健全化判断比率等を、毎年度、決算の提出を受けた後、速やかに監査委員の審査に付し、その意見を付して議会に報告することとされており、今議会に提出し、２４年度においては健全な財政状況であることを報告するものであります。

　認定第１号から認定第７号までの一般会計並びに各特別会計の歳入歳出決算認定についてでありますが、地方自治法第２３３条第１項の規定により、会計管理者より各会計の決算書が提出されましたので、これを８月５日に監査委員の審査に付し、その意見書をつけて議会の認定に付するものであります。一般会計並びに各特別会計とも、事業目的に沿い適切な執行に努めた結果、おおむね目標とする事業の成果が得られたという決算となっておると考えます。これもひとえに、議員各位を初め、町民の皆様の御理解、御協力のたまものと深く感謝を申し上げる次第であります。

　今後とも町民生活の安全・安心を最優先に、事業の必要性や緊急性に配慮し、多様化する行政需要に的確に対応するとともに、将来を見据えた財政運営に努める所存であります。

　議案第５０号、上毛町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例について。

　地方税法の一部改正により、本条例の延滞金の割合の特例規定について改正の必要があるため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により、議会の議決を求めるものであります。

　議案第５１号、上毛町消防団員の定員、任命、給与、分限及び懲戒、服務等に関する条例の一部を改正する条例について。

　本条例については、平成１７年の合併時において消防団員の定数を１１４名ということで制定し、その後定員数の読みかえ規定により定員数を定めてまいりました。

　今回、町の地域防災計画の見直し案をもとに、消防団が管理する消防自動車等の操作に必要な人員を基礎として、過去における消防団員の出動率等を勘案した結果、消防団員定数を１３５名とするために、今回、本条例の一部改正を行うものであります。

　議案第５２号、第５３号、第５４号についてでありますが、上毛町立新吉富保育所を平成２６年４月１日より民営化することに伴い、議会の議決を求めるものであります。

　まず、議案第５２号上毛町立保育所条例の一部を改正する条例についてでありますが、民営化をする新吉富の保育所について、本条例改正により町立保育所を廃止することに対し、地方自治法第９６条第１項第１号の規定により議会の議決を求めるものであります。

　議案第５３号、財産の無償譲渡についてでありますが、新吉富保育所の譲渡先に対し、安定的かつ継続的な施設経営が図られるように配慮するため、建物等を無償譲渡することについて、地方自治法第９６条第１項第６号の規定により議会の議決を求めるものであります。

　議案第５４号、財産の減額貸付についてでありますが、議案第５３号と同様に新吉富保育所の譲渡先に対し、安定的かつ継続的な施設経営が図られるように配慮するため、土地を減額貸付することについて、地方自治法第９６条第１項第６号の規定により議会の議決を求めるものであります。

　議案第５５号、平成２５年度上毛町一般会計補正予算（第５号）でありますが、今回の補正額は３,７５７万円を追加し、歳入歳出予算の総額は、それぞれ４７億２,８０９万８,０００円とするものであります。

　歳出でありますが、全款、全般にわたり、扶養親族等の申請により、職員手当等の補正を行っております。
　職員手当等以外の主なものについては、まず、総務費では、町の定住促進施策において、古民家を活用し、田舎暮らし研究サロンの設置を行うための経費を計上いたしております。

　民生費では、平成２６年度から新吉富保育所の民営化に伴い、合同保育にかかわる経費を計上いたしております。

　農林水産業費では、人・農地プランに位置づけられております認定農業者等の中心経営体へ農地を集積した場合の農地集積協力金と、柿、イチジク栽培農家に対する活力ある高収益型園芸産地育成事業費補助金を計上いたしておりますし、農地費では、山国川蕨尾井堰の許可水利権の更新手続に伴います業務委託料を計上いたしております。

　商工費では、大平楽関係でありますが、５年ごとに取りかえが必要であります浄化槽の液中膜取りかえ修繕費と、平成２３年から連続して稼動しております源泉の水中ポンプを、今回予備の水中ポンプと入れかえるための経費を計上いたしております。

　土木費では、原井地区で国交省山国川河川事務所が施工します堤防改修工事に伴い、本地区の町道の改修に伴う土地購入費と立ち木補償費等を計上いたしております。また、東九州自動車道等のスマートインターチェンジの設置事業に関係して、土地購入費と物件移転費と補償費の組みかえを行うものであります。

　消防費では、消防団員退職報奨金と、今回、消防庁より可搬ポンプ掲載車の無償貸付を受けることが決定いたしましたので、この車両の格納庫の設計委託料等を計上いたしております。
　教育費では、町内小中学校における理科教育備品購入費と、上毛中学校における県大会等出場補助金を計上いたしております。また、平成２５年度の成人式行事の詳細が確定したことに伴いまして、組みかえ等の補正を行っております。

　文化財保護費では、町の文化財、史跡等のＰＲ費用を計上いたしております。

　今回の補正財源といたしましては、特定財源では、国庫支出金の合併推進体制整備費補助金等で７２１万１,０００円、県支出金で、農地集積協力金等交付事業補助金等で５２２万５,０００円、その他財源で、消防団員退職報奨金等で６７万４,０００円を補正計上し、普通交付税の確定により５,２３２万２,０００円、臨時財政対策債２,０８８万円をそれぞれ減額し、それに伴い、繰越金で９,７６６万２,０００円を補正し、充当いたしております。

　議案第５６号、財産の取得について。
　町が施工します上毛スマートインターチェンジ建設に伴い、今回、上毛町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または処分等に関する条例第３条の規定による案件が発生いたしましたので、議会の議決を求めるものであります。

　以上、概略を御説明申し上げましたが、いずれも重要な案件でございますので、慎重に御審議をいただき、御承認、御可決くださいますようお願いを申し上げまして、提案理由の説明を終わらせていただきます。
　どうぞよろしくお願いを申し上げます。

○議長（坪根秀介君）町長の提案理由の説明が終わりました。
　これから提案理由に対する総括質疑を行います。前にも述べましたが、本日審議する案件に対する質疑は、議案内容の説明の際に行っていただくよう御協力をお願いいたします。
　提案理由に対する総括質疑を行います。
　質疑はありませんか。
　安元議員。
○６番（安元慶彦君）一般会計の補正予算の中で、地方交付税が減額されております。それから、町債の中の臨時財政対策債が２,０００万ほど減額されておりますが、交付税については、国のほうの交付税算定の見直しというようなことも言われておりますし、さらには、今年度は、職員給与の減額というものが言われてきておると思いますが、そういうことをやらなかったからこういうものに響いてきたのか。それと、また一つは、国のほうが言っております、いわゆる地域活性化事業に積極的に取り組んできた地域には、それを交付税の算定の資料にするということも言われておりますが、そういうことによるのか。あるいは、今まで額を上げてきたものが、過大算定見込みの中でこういう額を上げてきた関係で、年度の途中で、今、町長がおっしゃいましたように、交付税の額の確定があったと思うんですが、その辺の経緯というものはどういうふうになっているか。
　さらには町債への減額ですが、歳出のほうでは、これによる減額という予算が今回出ておりましたけど、これはどういうところの事業が影響してくるのか、その辺をお尋ねいたします。

○議長（坪根秀介君）総務係長。
○総務係長（熊谷豊司君）それでは、答弁させていただきます。

　普通交付税につきましては、２４年度の町税の収入が約２億円程度増収しましたので、議員の皆さん御承知のとおり、交付税は基準財政需用額から基準財政収入額を引きまして、その不足分につきまして、普通交付税及び臨時財政対策債で措置されます。ということで、基準財政収入額、要するに町税が２億弱程度伸びましたので、その分、普通交付税及び臨時財政対策債が減収というふうになっております。そして、その算定時期なんですが、当初予算につきましては、１月の終わりから２月の初めに確定し、予算を組んでおります。地方財政計画におきまして、全体枠で地方交付税を算定いたしましたが、それからの税収の伸びを、なかなか過大見積りをすることなく厳しい目で見ているという理由から、当初予算との乖離が出たということでございます。
　議員がおっしゃられました給与減額の削減について影響があるのかということにつきましては、今年度、平成２５年度の交付税につきましては、影響はございません。平成２６年度につきましては、また国の動向を注視しながらどのようになるか考えておりますが、今のところ、平成２６年度につきましても、確定した減額をするというようなことは聞いておりません。
　以上です。

○議長（坪根秀介君）安元議員、よろしいですか。
　ほかに質疑ありませんか。
　茂呂議員。
○８番（茂呂孝志君）町長の決算認定について、簡単に言われたのですが、主要施策のほうで伺っていいでしょうか。
　議長が承認したものとして、まず、決算認定の上毛町の主要施策の成果資料の中から何点かお尋ねしたいと思います。

○議長（坪根秀介君）茂呂議員。提案理由の総括説明に対する質疑に変えてください。
○８番（茂呂孝志君）ですから、決算認定について、余り細かな説明をしてなかったんでね。なら、どこでしたらいいですか。委員会ですか。
○議長（坪根秀介君）委員会でお願いします。

　ほかに質疑ありませんか。
（「質疑なし」という声あり）
○議長（坪根秀介君）質疑なしと認め、町長の提案理由に対する質疑を終了します。
―――――――――――――――――――――――――――――――
○議長（坪根秀介君）日程第１９、発議第５号　消費税増税実施の中止を求める意見書（案）を議題とします。
　提出者に趣旨説明を求めます。
　茂呂議員。
○８番（茂呂孝志君）消費税の増税中止を求める意見書（案）の趣旨説明を行います。

　安倍政権は８月２６日から３１日まで、消費税増税の影響を検討する集中点検会合を開き、来年４月からの増税実施について、議論を本格化させました。集中点検会合は、増税法で、消費税増税の実施は経済状況を勘案してとなっており、９月８日に発表された４月から６月期の国内総生産改定数値などを見ながら、１０月までに安倍首相が予定どおり増税するかどうかを決めます。経済再生最優先にした安倍政権の経済政策にもかかわらず、国民の所得や雇用は伸び悩んでいます。８月１２日に発表された４月から６月期のＧＤＰ速報値も経済成長の予想を下回り、設備投資や住宅投資はマイナスでした。いまだ安倍首相が増税実施を決められず、点検会合を開くということは、このことが目論見どおり進んでないことを示すものでありあます。

　朝日、毎日、日経、共同通信が８月２６日付で世論調査の結果を発表しましたが、消費税増税５％から８％への引き上げについては、予定どおり実施すべきという意見は２割程度しかありません。行うべきでない、先送りすべきだという意見は７割と、圧倒的に多数を占めています。経済と暮らしを心配するならば、消費税増税は中止すべきです。実際、１９９７年、消費税が３％から５％に引き上げられたとき、よくなりつつあった景気の落ち込み、長期にわたる不況になりました。今回の場合、国民所得の落ち込みが続いており、国民生活と経済への打撃はより深刻との声が強まっています。
　今こそ消費税増税を中止し、国民の所得をふやす景気対策に転換して、消費税増税に頼らない財政再建の道を目指すべきと思い、この意見書を提出しました。
　皆さんの慎重なる御審議をよろしくお願いいたしまして、趣旨説明を終わります。
○議長（坪根秀介君）茂呂議員の趣旨説明が終わりました。
　趣旨説明に対する質疑を行います。
　質疑はありませんか。

　亀頭議員。

○１０番（亀頭寿太郎君）今回の消費税の関係は、社会保障の充実と財政再建ということもあろうかとも思いますけど、安倍政権になって、３本の矢を放したわけでございます。３本目の矢にどう着手していくかということも、大きな課題にはなっておりますが、今のところ、それなりの姿に到達しつつあるというような、いろいろのデータも出されております。
　また、今回、二つのオリンピックの東京招致に成功したと。これが７年間で２００兆円ぐらいの経済の波及効果も生まれてこようというような姿になってきております。
　また、先週でしたか、６０人にわたる５日間のいろいろな角度の意見等を政府は聞きました。その状況においてから、７０％近い方々が、やはり消費税は法に基づいて上げていくべきではなかろうかと、こういうような意見も出ております。そうした状況をどのように把握しておるのか、お尋ねします。
○議長（坪根秀介君）茂呂議員。説明お願いします。

○８番（茂呂孝志君）亀頭議員は、たしか総務委員会だったと思います。これは総務委員会に付託するんで、そこで、亀頭議員とは詳細に議論したいと思います。
　それで簡単にお尋ねにお答えします。消費税を５％に上げたとき、１９９７年やったと思いますが、それからずっとＧＤＰは下降線をたどってます。ですから、安倍首相は４月から６月という短期のことを見て判断するということですが、そういうところではね、日本経済は解決しない問題だと思います。
　実際に１９９７年から見ると、ずっと右肩下がりですね。これは何でこうなったかというと、基本的には国民の所得が減ったということを私は考えます。大体、国内消費の６割程度は個人所得ですからね。これに大きな打撃を与えたということで、それまで、９０年から９７年ぐらいかね、国民所得はふえていたんですよね。経済も上昇気流になった。それが、消費税を上げたことによって下降した。そして、それから今日までの国民所得は７０万減ってると。年間ですよ。そういう状況で、景気が落ち込んだと。景気が落ち込んだことに対して、消費税を上げて税収がふえればいいけれど、国の税収も減ってきたということで、この長い期間を見るとね、消費税を上げたことによって経済効果が出ればよかったんですけれども、マイナスの効果になったということであります。
○議長（坪根秀介君）ほかにございませんか。
　宮本議員。
○１番（宮本理一郎君）この意見書の中に、二、三疑問点があります。

　一つは、雇用者報酬の伸びは下回り、国民の所得の回復はおくれてるという、このコメントに対してですね、あなたはどのようなデータを持ってますか。というのは、７月に厚労省が労働統計値で発表した数値が、基本給は、なるほど０.４％ほど減額されておりますが、ボーナスあるいは残業代は上昇してるという状況にあります。したがって、今、亀頭さんがおっしゃられました社会保障、医療介護、老人介護、福祉等については、御承知のとおり、財源が逼迫してるわけです。我々は、他国に比べて国民皆保険の恩恵を受けているわけで、こういったシステムを崩壊させるわけにはいかない。つまり、老後の生活が保障されないということに陥ってはいけないわけです。あなたの論法を見てみますと、木を見て森を見ないような論法で、私は意味がないと思うわけで、政府はそれなりの対策をとりながら、現状に至っておる。
　それと、今おっしゃられましたように、２０２０年のオリンピック開催の決定は、７年間の経済成長、あるいは経済効果というものがある程度保証されたように感じますし、景気というものは国民の気持ちの持ち次第でございます。こういった好材料が起こったことに対して、国民が非常に明るく、この一日、二日でございますが、国民の気持ちが上昇機運にあるということは、おしなべて非常に結構な方向ということでございますが、私が結論的に言いたいことは、国が何をしてくれるかということではなくて、国に我々が何をしてあげられるかということを論議すべきであると思うんです。
○議長（坪根秀介君）茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）国に国民が何をしてやるべきかということをお聞きしたいのか、何かよくわかりませんけれど、所得がふえた方もおるじゃないかということを言われましたが、それは一時的にボーナスがふえた方もおるでしょう。しかし、全体的には非正規雇用がふえてます。ですから、全体的には民間の給与というのは減ってるわけです。これも長い目で、私、申し上げますと、１９９７年に民間給与が２２３兆円あったのが、２０１０年には１９４兆円と、ずっと減ってきてるわけですよね。しかし、自動車産業とか、一部の産業は景気がよいから基本給は上げないにしてもボーナスは上げたとか、そういうのはあるとは思いますけれども、その恩恵を受けたのはほんの一部だと思います。非正規雇用がふえることによって国民の全体の所得が減ってきたと、この傾向は、私、変わりないと思います。
　それから、それに伴う大企業の内部留保、１９９８年は１４３兆円でしたが、２０１０年には２６０兆円ということでふえてます。オリンピックとか、そういうのがあって、確かに今後、大型の公共事業がふえるでしょう。しかし、それでもうけるのは、上毛町の業者とかじゃなくて、日本の大手ゼネコン、そういうところがもうけていくと思います。そういうところにはお金がたまるけれども、そこに働く労働者の賃金というのは、社会の相対的な賃金の低下傾向により高まらないと思います。結果として、また私は大手企業の内部留保がふえると思います。
　以上です。

○議長（坪根秀介君）ほかにありませんか。

　安元議員。

○６番（安元慶彦君）今回の消費税増税の関係は、昨年の８月に法律が成立をしておるわけでございます。これは、前に述べた方もおっしゃいましたように、高齢化のもとで社会保障費を持続可能にしていかなきゃならないということであると同時に、国の税制のあり方というものを変えていかなきゃならないと。いわゆる直間比率というものを見直していかなきゃならないということでございますから、やっぱり広く国民に税を求めていかなければ、こうした財源というものは生まれてこないということです。

　私はそういうことであると解釈をしておりますが、茂呂議員が今回意見書として出してるのは、十分理解もできます。お金の使い方ですね。不要不急のものを見直せとか、それはもう当然の話でございまして、それは当然、いつの時代でもやっていかなければならないことだろうというように思っておりますし、直間比率を見直す中では、法人税や所得税の減税もやらなきゃならないということであります。やはり、どうしても１年間に１兆円の社会保障費の伸び率の中では、どこかにお金を求めなきゃならないわけですから、広く国民に消費税というものを。

　これは、これから第三の矢の中で出てくるんではないかと思いますけれども、結局、企業においては、設備投資に対しての減税とか、あるいは低所得者に対しての現金給付になるかわかりませんけど、そういったものも考えていくだろうというふうに、今、国のほうでも言っておるようでございます。そういった中で、そういう方々に対する手当といいますか、そういうものをやっていくんであろうと思います。
　それから、この中で、企業やお金持ちに税をかけて取れということを書いておりますが、私は、今年度の議会研修に参加をいたしまして、タイに行ってきました。私は、今までずっといろいろ聞いておりました、いわゆる日本企業が海外に出て、どういうことをやっているかということを、この機会にひとつ自分の目で見て、自分の耳で聞く、それが一番の目的で参加をいたしました。一言で言いますと、もう驚きの一言ですね。限られた時間の中でございましたけども、日産タイ工場、それから日本プラストタイ工場、そういう企業に行きましたところ、非常に日本の企業の底力を本当に感じてきました。海外でこれだけのことをやってるなと。日産タイなんかは、７,０００人の従業員がおって、仕事をやっておりますけれども、高橋社長の話によりますと、それでも日産九州の４,０００人規模には勝ちませんと。というのが、やはり賃金の関係もありますから、非常に人海戦術といいますか、そういうものをやってるわけですね。そういう中で、非常にワークシェアを広めておると。海外において、日本の企業のそういったワークシェアの関係あたりですね、非常に国の人たちに仕事の場を提供して、そして、それに合った賃金を払って生活というものを維持しておるんじゃないかというふうに感じてきました。
　それで、私はいつも申しますように、やっぱり企業というものには社会的責任があります。従業員はもちろんですけど、その家族、相当な数となると思うんですけど、こういった方々の、やっぱり生活というものを安定持続させていかなきゃならない社会的責任があると思うんですね。ですから、これは日本共産党の一つの考えであると思うんですけども、企業からお金をどんどん出させようというようなことを言っておりますが、私は、企業はやっぱり内部留保というものをやって、少々の風が吹いても倒れない底力といいますか、そういうものを、やっぱり持っておかなきゃならないんだというふうに思っております。
　ほんの一端を申したんですけども、そういう中で、やっぱり今度の消費税というものは広く国民に求めて、その財源を求めていくというふうに思っておりますし、そこら辺が提案者の茂呂議員と違うわけでございます。その点は、どんなもんでしょうか、茂呂議員。
○議長（坪根秀介君）茂呂議員。
○８番（茂呂孝志君）日本の企業というのは、昔に比べると、かなりもうけてますよ。私たちが若い頃というのは、賃金は上がりましたよね。しかし、こんなに内部留保はなかったですよ。しかし、近隣の自治体、皆さんたちも御存じと思いますが、中津の町を見ると、もう今はさびれていますけれども、私たちが若い頃は活気がありました。それは、そのくらい働く人たちに賃金として返ってきたからですよね。しかし、そのときの企業は、内部留保をこんなに持っていませんでした。ですから、その時代、国民に物を買う力がある、そしてまた、国民に納税の力があるということが、経済をこんなに活性化させたと思います。
　国民が国に対して何をやってやれるかという御質問が宮本議員からありましたので、それに関連してお答えします。まず、企業の内部留保を社会に還元するというのは、これは何も労働者の賃金だけではありません。労働者の賃金から、それから年金から、介護から、そういう社会保障にも充てて、社会全体に金が流れていくという、まずその体制を社会でつくっていって、そこに国民が購買力を持った後に税負担能力が出てくるわけですから、そのときに所得に応じた税の負担を行うことで国の税収もふえるわけであります。そういう中で見ていかないと、この問題は、なかなか解決しない問題だと思います。
　今のように国の借金がこのくらいふえ、景気がこのくらい低迷すると、単なる小手先のことではどうしようもならない状況に、日本の経済はなっていると思います。
○議長（坪根秀介君）ほかにございませんか。

（「質疑なし」という声あり）
○議長（坪根秀介君）質疑なしと認め、茂呂議員の趣旨説明に対する質疑を終了します。
―――――――――――――――――――――――――――――――
○議長（坪根秀介君）これから、本日審議、採決を行う議案の上程を行います。
　日程第４、報告第６号　平成２４年度健全化判断比率及び資金不足比率の報告についてを議題とします。
　議案内容の説明を求めます。
　総務係長。
○総務係長（熊谷豊司君）それでは、報告第６号について御説明申し上げます。
　平成２４年度健全化判断比率及び資金不足比率の報告について。
　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定により、平成２４年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率を、別紙監査委員の意見をつけて、次のとおり報告するというものでございます。
　まず、健全化判断比率でございます。平成２４年度健全化判断比率の実質赤字比率につきましては、普通会計といたしましては赤字がないということで、表の中では表示されておりません。

　それから、連結実質赤字比率でございますが、これにつきましても、普通会計と公営事業会計を合算したものでございますが、赤字ではないということで、数字が表示されていません。

　次の実質公債費比率でございますが、これは、普通会計と公営事業会計、それに一部事務組合を含めたものでありますが、１２.０％ということで、前年度が１３.２％でしたので、１.２％減少し、改善されております。早期健全化基準の２５％についても、大きく下回っているところでございます。

　それから、将来負担比率でございますが、これにつきましては、上毛町の１年間の財政規模に対する借金の比率を表したものでございますが、本町では借金を補う基金があることなどから比率はゼロ％以下となり、数字は表示されておりません。

　それから資金不足比率でございますが、農業集落排水事業特別会計及び簡易水道特別会計とも、資金不足がないということで、数字的には表示されておりません。

　平成２５年９月１０日提出、上毛町長、鶴田忠良ということでございます。
　次のページと３ページ目に、平成２５年８月５日に、ただいま御説明申し上げました内容について、監査委員に審査をお願いした結果を審査意見書ということでつけております。２の１の総合意見、（２）の個別意見、（３）の是正改善を要する事項に記載されているように、健全な財政運営を行っていること、また、特に改善すべき次項はないということの、監査委員の審査意見をいただいております。

　以上で説明を終わらせていただきます。

○議長（坪根秀介君）説明が終わりました。
　これから質疑を行います。
　質疑はありませんか。
（「質疑なし」という声あり）
○議長（坪根秀介君）質疑なしと認め、質疑を終了します。

　以上で、本件の報告を終わります。

―――――――――――――――――――――――――――――――
○議長（坪根秀介君）日程第１８、議案第５６号　財産の取得についてを議題とします。
　議案内容の説明を求めます。
　建設課長。
○建設課長（古原典幸君）それでは、議案第５６号について、読み上げて御説明とさせていだだきます。
　議案第５６号　財産の取得について。

　次のとおり土地を買い入れるものとする。
　平成２５年９月１０日提出、上毛町長、鶴田忠良。
　所在地でございます。上毛町大字下唐原２３０２番１ほか２筆。

　区分でございます。山林及び田。

　買い入れ予定面積、７,１３７平方メートル。

　買い入れ予定価格、１,８３７万９,５００円。
　相手方。住所、福岡県築上郡上毛町大字下唐原５４６番地１、氏名、堀喜代子。

　理由でございます。上毛スマートインターチェンジ建設に係る用地を買収することに伴い、上毛町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得または処分等に関する条例第３条の規定により、議会の議決を求めるものでございます。

　以上でございます。よろしくお願いいたします。

○議長（坪根秀介君）説明が終わりました。
　これから質疑を行います。
　質疑はありませんか。

　亀頭議員。

○１０番（亀頭寿太郎君）価格の関係でお尋ねしたいのですが、山林及び田というような形になっておりますので、山林の横に田んぼもあるというようなことでもって、内地の山林の価格になるのか、山林価格になるのか、その点をちょっと。
○議長（坪根秀介君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）単価につきましては、取引事例比較法によりまして標準単価を決めさせていただきまして、その標準単価により各筆調査をしまして単価を決定しておりますので、内地あるいは奥という単価はございませんが、こういった比較法で単価を出させていただいております。

○議長（坪根秀介君）ほかに質疑ありませんか。

　茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）このときの土地ですね、この１年か２年ぐらい前に買った購入価格、平米単価幾らであったのか、それから、山林と田の面積の割合をお尋ねします。

○議長（坪根秀介君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）これにつきましては、先ほど言いましたように、取引事例比較法によりまして、今年度、単価を決めております。標準の田の単価が４,８００円、山林につきましては、標準地で１,１００円でございます。

　以上でございます。
○議長（坪根秀介君）ほかに。
　茂呂議員。

○８番（茂呂孝志君）山林と田の面積の割合ですね。お尋ねいたします。

○議長（坪根秀介君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）田につきましては約３,０００平方メートル、山林につきましては残りの約４,２００平方メートル程度です。

○議長（坪根秀介君）ほかに。
　三田議員。

○５番（三田敏和君）この財産の取得に関して、このインターチェンジをつくる中で、これを購入することによって、購入しなければいけないのがあとどのくらい残っているのか。それが全体の何％なのか、お答えいただきたい。

○議長（坪根秀介君）建設課長。
○建設課長（古原典幸君）このスマートインターの用地につきましては、本提出をさせていただきます議案５６号のこの用地以外については、既に契約済みでございます。また、全体面積が２.４ヘクタールございます。あと残りの７,１３７平方メートルが本日御可決をいただいて契約が済めば、全て終了ということになります。

○議長（坪根秀介君）ほかに質疑ありませんか。
（「質疑なし」という声あり）
　質疑なしと認め、質疑を終了します。
　これから、討論を行います。
　反対討論、ありませんか。
（「反対討論なし」という声あり）
○議長（坪根秀介君）賛成討論、ありませんか。
（「賛成討論なし」という声あり）
○議長（坪根秀介君）これで討論を終わります。
　これから本案を採決します。
　本案を原案のとおり決することに賛成議員の起立を求めます。
（全員起立）
○議長（坪根秀介君）全会一致。よって、議案第５６号、財産の取得については、原案のとおり可決することに決しました。
―――――――――――――――――――――――――――――――
○議長（坪根秀介君）これから議案の委員会付託を行います。
　９月６日議会運営委員会の協議結果を資料として配付しております。
　議会運営資料４ページをごらんください。
　なお、付託議案の朗読に際しても議案名朗読は省略します。
　認定第１号（所管分）、認定第４号、認定第５号、議案第５１号、議案第５５号（所管分）、発議第５号の６件は総務、産業・建設常任委員会へ。
　認定第１号（所管分）、認定第２号、認定第３号、認定第６号、認定第７号、議案第５０号、議案第５２号、議案第５３号、議案第５４号、議案第５５号（所管分）の１０件は文教・厚生常任委員会へそれぞれ付託いたしたいと思いますが、これに御異議ありませんか。
（「異議なし」という声あり）

○議長（坪根秀介君）異議なしと認めます。
　したがって、お手元に配付の委員会付託表のとおり、所管の常任委員会に付託することに決定しました。
―――――――――――――――――――――――――――――――
○議長（坪根秀介君）続いて、各常任委員会の開催日についてお諮りいたします。
　運営資料６ページ、委員会日程表（案）をごらんください。
　各常任委員会の開催日は、議会運営委員会で決定いただいた日程表のとおり決定したいと思いますが、これに御異議ありませんか。
（「異議なし」という声あり）
○議長（坪根秀介君）異議なしと認めます。
　したがって、常任委員会の開催日は、運営資料委員会日程表どおり開催することに決定しました。
　以上で本日の日程は全て終了いたしました。
　本日はこれにて散会します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　散会　午前１０時５０分
　　　平成２５年９月１０日
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